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小規模事業者等が直面する制度変更（働き方改革や被用者保険の適用拡大、賃上げ、インボイス導入等）等に対応す
るため、経営計画を作成し、その計画に基づいて行う販路開拓等の取組に要する経費の一部が補助されます。
【補助金額】 ［通常枠］ 最大５０万円 ［賃金引上げ枠・卒業枠・後継者支援枠・創業枠］ 各最大２００万円

［インボイス枠］ 最大１００万円
【補助率 】 ２/３（賃金引上げ枠のうち赤字事業者については３/４）
【取組の例】 チラシ作成、広告掲載、ウェブサイト制作、店舗改装、設備投資、展示会・商談会参加 等 《詳 細》
【申請期限】 第１０回…１２月上旬 第１１回…２０２３年２月下旬
【申請方法】 郵送もしくは電子申請「Ｊグランツ（補助金申請システム）」。「ＧビズＩＤプライムアカウント」の取得が必要です。

申請をご希望の方や、補助対象になるかどうかのご相談など、お気軽に商工会までご連絡ください。

事業者の皆様に、インボイス制度について理解を深めていただき、実施に向けて必要な準備を進めていただくために、イン
ボイス制度説明会が開催されますので、ご活用ください。
【開催内容】 ① インボイス制度説明会…制度の概要、売り手・買い手の注意点や登録申請の方法についての説明

②インボイス制度+消費税の説明会…インボイス制度の内容に加えて、消費税の基本的な仕組みについての説明
③登録申請相談会（個人事業主向け）…インボイス制度の概要説明と登録申請書の提出の手続きをサポート

【開催場所】 高山税務署（合同庁舎2階会議室）
【開催日時】 ①…10/21（金） 14：00～15：00 ②10/21（金） 10：00～11：30 ③10/24（月） 10：00～11：30

※11月以降の開催日時についてはQRコードからご確認ください。
【申込方法】 事前予約制（事前に問い合わせ先より申込みしてください）
【問合せ先】 高山税務署 法人課税第一部門 ☎0577-32-1023（ダイヤルイン） 《詳 細》

岐阜県は、特に感染リスクが高い飲食店が効果的な換気を行い更なる感染対策の徹底を促進するとともに、これにより
県民が安心して飲食店を利用することに資することを目的として、飲食店が行う換気設備工事及びこれに付随する空気清浄機
の購入に係る費用を補助します。
【 対象者 】 県内で飲食店営業許可または喫茶店営業許可を受け、飲食店を営業している事業者のうち、「新型コロナ

対策実施店舗向けステッカー（第三者認証）」を取得した事業者又は今後取得予定の事業者
※宿泊施設は対象外（宿泊施設内にテナントとして入る飲食店は対象）

【対象事業】 （１）換気設備工事 ※エアコンの購入・設置や窓の増設､網戸の設置は対象外
（２）空気清浄機購入 ※ （２）は（１）に取り組む事業者のみ申請可能

【補助対象期間】 ２０２２年１月１日（土）～１２月３１日（土）まで延長 《ｽﾃｯｶｰ》
【補助金額】 （１）換気設備工事：補助上限額 ５０万円（補助率１０/１０）

（２）空気清浄機購入：補助上限額１０万円（補助率１０/１０）※空気清浄機は１店舗１台まで
【申請期間】 ２０２２年６月３０日（木）～１０月３１日（月） まで延長 ※締切日消印有効
【申請方法】 郵送のみ。申請書類は県HPでダウンロードできます。

【問合せ先】 コールセンター（平日９時３０分～１７時００分） 電話：０５８-２６０-５５１５ 《詳 細》

近年、豪雨災害が頻発しています。豪雨だけでなく 地震や新型感染症など突発的に発生する災害は、皆様の事業に大
きな影響を及ぼす可能性があり ます。災害に備えた事前対策や発生時の初動対応を考えておく「事業継続力強化計画」
は、発災後に早期復旧し事業を立て直す上でとても重要です。ご希望の事業者様には商工会にて計画策定をお手伝いし
ます。この機会に是非ご参加ください。
【開催日時】 １０月２６日（水） １３：３０～１５：３０
【開催場所】 高山北商工会 ２階 研修室（高山市国府町広瀬町８８６-１）
【講 師】 事業継続推進機構認定 事業継続主任管理士 伊藤哲夫 氏
【内 容】 計画策定の必要性、計画の策定手順、質疑応答（セミナー終了後、ご希望により個別相談を承ります）
【申込方法】 最寄りの商工会事務所へお申し込みください。



本補助金制度は、中小企業・小規模事業者等の課題やニーズに合ったＩＴツール導入費の一部を補助するものです。導
入するＩＴツールは、自社の業種や事業規模、経営課題に沿って、登録されたＩＴツールの中から選定する必要があります。
【 対象者 】 飲食、宿泊、卸・小売、運輸、医療、介護、保育等のサービス業の他、製造業や建設業等も対象

《詳 細》

【申請方法】 「Ｊグランツ（補助金申請システム）」のみ。「ＧビズＩＤプライムアカウント」の取得が必要です。

≪通常枠≫
【補助金額】 ３０万～４５０万円（補助率：１/２）
【対象経費】 ソフトウェア購入費、クラウド利用費（最大１年分）、導入関連費
【申請期限】 ７次…１０月３１日（月） ８次…１１月２８日（月）

≪デジタル化基盤導入枠≫
【補助金額】 ５万～５０万円（補助率：３/４）、５０万超～３５０万円（補助率：２/３）
【対象経費】 ソフトウェア購入費、クラウド利用費（最大２年分）、導入関連費に加えハードウェア

購入費の一部補助１０万～２０万円（補助率：１/２）
【申請期限】 １３次…１０月１７日（月） １４次…１０月３１日（月）

１５次…１１月１４日（月） １６次…１１月２８日（月）
≪セキュリティ対策推進枠≫
【補助金額】 ５万～１００万円（補助率：１/２）
【対象経費】 システムサービス利用料（最大２年分）
【申請期限】 ３次…１０月３１日（月） ４次…１１月２８日（月）

本補助金制度は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、当面の需要や売上の回復が期待し難い中、ウィズコロ
ナ・ポストコロナの時代の経済社会の変化に対応するために新分野展開、事業・業種転換、業態転換、事業再編又はこれ
らの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲を有する、以下の①～③の要件をすべて満たす中小企業
等の挑戦を支援するものです。
【対象要件】 ①２０２０年４月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、コロナ以前（２０１９年又は

２０２０年１月～３月）の同３か月の合計売上高と比較して１０％以上減少している
②事業計画を認定経営革新等支援機関や金融機関と策定し、一体となって事業再構築に取り組む
③補助事業終了後３～５年で付加価値額の年率平均３%以上増加、従業員一人当たり付加価値額の
年率平均３％以上の増加の達成

【対象経費】 建物費、機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、
外注費、知的財産権等関連経費、広告宣伝・販売促進費、研修費

【補助金額】 〔通常枠〕１００万～８,０００万円（補助率：１/２～２/３）
〔大規模賃金引上枠〕８,０００万～１億円（補助率：１/２～２/３） 《詳 細》
〔最低賃金枠〕１００万～１,５００万円（補助率：３/４） 〔グリーン成長枠〕１００万～１億円（補助率：１/２）
〔再生応援枠〕１００万～１,５００万円（補助率：３/４）
〔原油価格・物価高騰等緊急対策枠〕１００万～４,000万（補助率：２/３～３/４）

【申請期限】 第８回〆切日時未定（後日案内予定） 事業実施期間：交付決定日～１２か月以内
【申請方法】 「Ｊグランツ（補助金申請システム）」のみ。「ＧビズＩＤプライムアカウント」の取得が必要です。

新分野展開とは…主たる業種又は主たる事業を変更することなく、新たな製品等を製造等し、新たな市場に進出すること
事業転換とは…新たな製品等を製造等することにより、主たる業種を変更することなく、主たる事業を変更すること
業種転換とは…新たな製品等を製造等することにより、主たる業種を変更すること
業態転換とは…製品等の製造方法等を相当程度変更すること
事業再編とは…会社法上の組織再編行為等を行い、新たな事業形態のもとに、新分野展開、事業転換、業種転換又は

業態転換のいずれかを行うこと

商品券を取得した加盟店は、商品券の裏面に店名及び住所を記入し、申請書に記載した指定金融機関に換金の申し出
をしてください。後日、商品券の額面を加盟店の指定した口座に振り込まれます。
【換金期限】 ２０２２年１０月３１日（月） ※換金手数料は無料

２０２２年１０月１日から岐阜県の最低賃金が時間額８８０円から９１０円（引上げ額３０円、引上げ率３．４１％）に引き上げ
られます。この最低賃金改定は県内の全事業場（約６万８千）及びそこで働く全ての労働者（パート、アルバイト含め約７６万
３千人）に適用され、このうち約６万人が対象となる見込みです。 ‣


